































巻第 7号（日本古書通信社、1994 年 7 月 15 日、8〜10 頁）を参照した。
研究プロジェクト：幕末・維新期の旅日記を読む
明治前半期・旅の法制的環境
奥  須磨子 所員／経済経営学部教授




























上に見た 2札が除去されるのは、およそ 3年半後の明治 4年（1871）10 月以















明治 2年（1869）1月 20 日、新政府は、幕府が全国に 53か所、大部分が関東
甲信越であるが、設けていた関所全廃を布告する。なお、江戸時代における諸道
の関門には、幕府による関所の外に諸藩が設けたものもあった。諸藩によるいわ
ゆる口留番所は、慶応 4年（1868）5月 17 日の布告ですでに禁止済みであった９）。
































































12）明治 2年（1869）4 月 15 日、「脱籍浮浪人」を本地に引き戻し復籍させよとの沙汰があり、翌 3年


































せたのであろう。ちなみに、新政府は、慶応 4年（1868）閏 4 月 28 日に出版物の無許可発行を禁
じていた。
































































た明治 10年（1877）1月 29 日の布告すなわち政府が府県庁布達条規の違犯者に
罰金を科すよう命じた布告が根拠であったから、この布告の存在意義を改めて問
う結果となった。政府は、大審院判決の約 3か月後、明治 14年（1881）12 月 6




明治 12年（1879）11 月 28 日、愛媛県は管下各郡町村に宛てて達を出した。
それは、東京府から県に届いた通知の内容を知らせるためだった。その通知には
「寄留旅行鑑札ノ儀（略）廃セラレ候得共、寄留證無之テハ出先ニ於テ差支不少
故ニ、区戸長ノ見込ヲ以テ證書附与致来候処、右ハ到底無用ノ手数ニ付、以来ハ
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一切附与致サス」とあった 26）。旅行する者について言えば、旅行鑑札廃止以降も
処役人が必要と判断した場合には届出者に給付してきた証書を、東京府では今後
発給しないので悪しからずという通告であった。
京都府は、管轄を越える庶民の出入にあたっては、処役人への届出および往来
券の取得・携行を義務付けていたこと、そして、この規定を含む市中・郡中制法
は全国に先がけて編成したものであったことはすでに見た。この制法を「是永世
之制法たり」としていたからであろうか、京都府は、明治 4年（1871）7月に政
府が明治四年戸籍法に定めていた旅行鑑札を廃止した際、政府への伺いの形をと
りつつ反対し、制法に定めた往来券発給方式を「一般ノ御規則相立候迄」「不苦
候事」の言葉を獲得して継続した。さらに、その翌年 6月には「速ニ此度ノ御布
告御取消、希クハ都テ他管轄之地ヘ出行ノ者ハ、町役村役之証書往来手券等致所
持候様、更ニ御発令有之度」と政府に往来券の制度化を建言していた。その京都
府が、「向後トテモ必ズ、出立前ニ往キ先滞留期限等審ニ戸長ヘ届出往来券申請、
出立スベキ事」という府民への布達を廃止する。それが明治14年（1881）4月のこ
とであった 27）。
新しい首府となった東京府、かつて首府であった京都府。その二府が、いみじ
くも明治 10年代前半中に、往来券の類を廃止したことになる。旅行の届出義務
は法制度上存在していたものの、明治 8・9年頃にはすでに事実上の崩壊が目に
見えるようになっていた。つまり、旅行という短期の移動については、届出も役
所発行の証書類も不要になった。これを日本近代における旅行の自由化、法的制
度上における自由化と言うならば、それは明治 10年代前半に実現し広まり始め
たことになる。この自由化は、まず実態として庶民の移動の増大が起こり、これ
が法的制度の変更を引き起こすことで実現していったと言えよう。
──おわりに代えて
今回のプロジェクトで整理対象とした近藤家文書のうち、慶応 4年（1868）か
ら明治 22年（1889）までの間に、近藤のみの記名 2点を含め近藤復堂が記した
旅日記は 13点、これらには、旅についての法制的な決まりや仕組みに直接かか
わる言葉は記されていない。しかし、新政権樹立（王政復古）宣言後十数年間の
彼の旅は、以上にみてきたような法制的環境下でなされたのは事実である。そう
意識して彼の宿選びや京都での行動などを見てみると、それらにこれまでとは違
った理解ができそうである。それを今後の課題として、小稿を閉じる。
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